平成24年２月29日
金　　　融　　　庁


金融庁では、AIJ投資顧問㈱に対して発出した行政処分（平成24年2月24日付）に関し、投資一任業務を行う全ての金融商品取引業者に対し、以下の調査を実施することとしました。

○　今回の調査の目的

検査当局（証券取引等監視委員会）と監督当局の役割分担を踏まえ、限られた検査・監督リソースの中で、より一層、効率的かつ効果的に、濃淡を付けた検査・監督対応を図る観点から、以下の調査を実施します。

まずは、第１次調査として、監督当局において、全ての投資一任業者について、主として顧客保護の観点から基本的な情報を入手します。

その上で、様々な観点（年金基金の割合、運用スキーム、検査頻度、顧客トラブル等）から、更に深度ある調査が必要と見込まれる投資一任業者を選別し、第２次調査として、より詳細な情報の提出を求めることにより、更に深度ある調査を行ってまいります。
○　調査の概要
１．第１次調査（全ての投資一任業者）

──　より深度ある第2次調査を行う投資一任業者を絞り込むために、基礎的な情報を収集。
（調査項目1）業務の概要（最新情報にリニューアル） 

（調査項目2）今回の問題を踏まえて新たに入手する情報 

・顧客属性（年金基金など）

・顧客毎の契約内容、契約金額
・顧客勧誘パンフレット等
・監視委員会検査の有無、外部監査の有無

・顧客トラブルの有無　　　　　　　　　　等
　　　※　提出期限は、３月14日（水）を予定。
２．第2次調査（絞り込み調査）

──　第1次調査において様々な観点（年金基金の割合、運用スキーム、顧客勧誘手法、検査頻度、顧客トラブル等）から絞り込んだ業者に対し、より深度ある調査を実施。

（調査項目1）顧客毎の運用資産の内容（証券銘柄毎の金額、デリバティブ取引の状況等）
	連絡・お問い合わせ先

金融庁　Tel　03-3506-6000（代表）

監督局証券課　（内線3638、3724）


（調査項目2）顧客毎の運用利回り　　　　　　　　　　　　等
投資一任業者に対する一斉調査について








